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令和 7 年 3 月 27 日 

国立大学法人浜松医科大学 
国立成育医療研究センター 

 

若年者の後天共同性内斜視の特徴を明らかに 

中高生に多いことや、改善しやすい人の特徴がわか

りました 
＜研究成果のポイント＞ 
 全国で後天共同性内斜視を発症した 5 歳から 35 歳をしらべたところ、16 歳をピークに

中高生で頻度が高く、斜視や弱視の既往のある人や不同視の人が発症しやすいという特

徴があきらかになりました。 

 デジタル機器の視聴時間が過剰な人は視聴時間を減らし、視聴距離を 30 ㎝以上保ち、休

憩を入れるという指導を受けたことで、44％の人で斜視の程度が改善し、治癒に至った

人は 6％でした。 

 デジタル機器を過剰に使用していた人では、初診時に立体視があること、斜視の程度が

小さいこと、デジタル機器の視聴時間をそれまでの半分以下に減らすことが改善と関連

することがわかりました。 
 
＜概要＞ 
浜松医科大学医学部附属病院眼科 佐藤美保病院教授らは国立成育医療研究センター眼科 

仁科幸子診療部長、日本弱視斜視学会、日本小児眼科学会と協力して若年者の後天共同性内

斜視の全国調査を行いました。その結果、後天共同性内斜視の発症は中高生に多く、受診時

に立体視があり、携帯型デジタル機器の視聴時間をそれまでの半分以下に減らせる人が改善

しやすいことを明らかにしました。 

本研究成果は、3 つの論文にまとめ、「Jpn J Ophthalmol」に 2023 年 9月（第 1報）、2025

年 3月（第 2報）、「BMJ Open Ophthalmol」に 2024 年 10月（第 3報）に掲載されました。 
 
＜研究の背景＞ 
近年、スマートフォンを代表とする携帯型デジタル機器を長時間視聴することで、急性内

斜視を発症する若者が増加していると報告されています。一方で、デジタル機器を視聴する

人は低年齢化しており時間も増加しています。後天共同性内斜視を発症しやすいのはどのよ

うな人なのか、斜視の発症原因にはデジタル機器が関係するのか、など不明な点が多いのも

確かです。そこで患者さんを前向きに登録する研究を行いました。 

 

＜研究手法・成果＞ 
全国の斜視弱視、小児眼科診療にたずさわっている眼科医をリクルートして、発症から 1

年以内で受診した 5歳から 35歳の後天共同性内斜視患者を登録しました。2019 年 11月から

2021 年 12 月まで患者さんを登録しました。脳に異常がないことを確かめたのち、年齢分布

や生活背景や斜視の程度などを調べました（第 1 報）。その患者さんたちを 1日の視聴時間が

小学生以下で 60分以上、中高生以上で 120 分以上の人を過剰使用群とし、それ未満の人を非

過剰使用群としました。すべての人に適切な眼鏡をかけていただき、携帯型デジタル機器の

過剰使用群には使用方法を指導しました。内容は 30cm 以上に距離を離すこと、30 分間の視

聴後に 5分間の休憩を入れること、一日の視聴時間を小学生以下は 60分未満、中高生以上は

120 分未満にすることです。3 か月後に斜視の再検査をして変化を調べました（第 2 報）。ま

た、デジタルデバイスの過剰使用群の 3 か月後の結果から治癒した人、改善した人、変わら
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ない人、悪化した人にわけて、それぞれの特徴を調べました（第 3報）。 

 

全国から 194名が登録され、16 歳をピークとして中高生が多く（図）、中高生以上ではデ

ジタル機器の使用時間が長いことがわかりました。斜視の程度は小児では成人より大きく、

中高生と成人では遠くを見た時に斜視の程度が大きくなっていました。斜視や弱視の既往の

ある人や、不同視の人が多く見られました。（第 1報） 

過剰使用群では、3か月後には使用時間が減少し、斜視角は統計的に有意に減少しました。

症状が治癒または改善した人は全体の 44％みられましたが、完全に治癒に至った人は 6.4％

でした。デジタル機器の非過剰使用群では使用時間も斜視角も減少せず、治癒したのは 4％

でした（第 2報） 

過剰使用群では、初診時に斜視角が小さく、立体視が良好で、携帯型デジタル機器の視聴

時間を初診時の半分以下に減らすことが改善と関連していることがわかりました。（第 3報） 

 

＜今後の展開＞ 
後天共同性内斜視は、デジタル機器の過剰使用をきっかけとして発症することがあります

が、一旦発症するとデジタル機器の使用方法を改善しても治癒するのはごく軽症の時に限ら

れます。デジタル機器を視聴する機会は今後も増加することが予測されます。両眼視機能が

未熟な小児では、特に早期発見・早期治療が望まれますので、さまざまなメディアを通じて

国民への周知活動を活発化することが大切と考えます。 
 

＜用語解説＞ 
内斜視：両眼の視線がそろわないもの（斜視）のうち、視線が内側に寄っているもの 

共同性斜視：斜視のうち目の動きに制限がないもの 

不同視：近視や遠視、乱視の程度（屈折度）に左右眼で差があること 

立体視：両眼で見ることによって立体的に感じる能力 
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＜論文タイトル＞ 
① Clinical presentations of acquired comitant esotropia in 5-35 years old Japanese and 

digital device usage: a multicenter registry data analysis study. 
② Impact of prolonged digital device use on acquired comitant esotropia: ACE-DD study 2 
③ Factors affecting outcome of acquired comitant esotropia with restricted use of digital 

devices: ACEDD Study 3 
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＜研究グループ＞ 
本研究は、浜松医科大学眼科学講座、国立成育医療研究センター、日本弱視斜視学会、日本

小児眼科学会との共同研究として行われました。 

 

＜研究支援＞ 
科学研究費 

2020－2023 年度 佐藤美保若年者の後天内斜視の原因と治療に関する研究 JP20K0978   

成育医療開発研究費 

2018-2020 年度 成育医療研究開発費 30-23 小児の視機能に対する ICT の影響に関する

研究    

2021-2023 年度 成育医療研究開発費 2021B-6  ICT 機器使用に起因する小児斜視の診

断・治療基準の開発  

日本弱視斜視学会多施設共同研究費（2019 年度） 

 

 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 
浜松医科大学医学部附属病院 眼科 

〒431-3192 浜松市中央区半田山 1-20-1 
 病院教授 佐藤美保  

Tel: 053-435-2256 

E-mail:mihosato.syajyaku@gmail.com 

 

浜松医科大学 総務課広報室 

 Tel:053-435-2151 

Email:koho@hama-med.ac.jp 

 

 国立成育医療研究センター 広報企画室 

 Tel:03-3416-0181（代表） 

Email:koho@ncchd.go.jp 
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